
Ⅰ 資産の部        

   １　流動資産        

             現金預金

        現金手許有高 - 運転資金として - - 10,365      現金

        普通預金　足利銀行　新栃木支店 - 運転資金として - - 22,511,460      預金

        普通預金　栃木信用金庫　本店営業
部 

- 運転資金として - - 30,957 

小計    22,552,782  

        事業収入他 -  - - 14,468,093 事業未収金

        商品・製品棚卸高 -  - - 299,080 商品･製品

        原材料棚卸高 -  - - 193,826 原材料

流動資産合計     37,513,781  

   ２　固定資産        

     （１）　基本財産        

        栃木市大宮町2708番 - 
第2種社会福祉事業である、障害福祉
ｻｰﾋﾞｽ事業等に使用している 

- - 37,565,426 土地

        栃木市大宮町２７０８番３　所在の建
物 

1984年度 
第2種社会福祉事業である、障害福祉
ｻｰﾋﾞｽ事業等に使用している 

53,373,561 52,373,953 999,608 建物

        栃木市大宮町２７１１番５　所在の建
物 

2004年度 
第2種社会福祉事業である、障害福祉
ｻｰﾋﾞｽ事業等に使用している 

37,147,297 13,490,621 23,656,676 

        栃木市大宮町２７０８番８　所在の建
物 

2022年度 
第2種社会福祉事業である、障害福祉
ｻｰﾋﾞｽ事業等に使用している 

60,120,430 2,996,000 57,124,430 

小計    81,780,714  

基本財産合計     119,346,140  

     （２）　その他の固定資産        

        陶芸用窯他 -  6,586,390 3,615,420 2,970,970 構築物

        ﾄﾗｯｸ他 -  14,647,825 11,133,336 3,514,489 車輌運搬具

        ｼｭｱｰ裁断機他 -  7,627,619 6,662,044 965,575 器具及び備品

        栃木県退職手当共済財団 -  - - 9,288,460 退職給付引当資産

        普通預金 足利銀行 新栃木支店 - 
将来における施設整備の目的のために積
み立てている普通預金 

- - 5,050,000 施設整備等積立資産

        普通預金 足利銀行 新栃木支店 - 
将来における施設運営の目的のために積
み立てている普通預金 

- - 5,753,563 施設運営積立資産

        普通預金 足利銀行 新栃木支店 - 
将来における工賃変動の目的のために積
み立てている普通預金 

- - 1,014,719 工賃変動積立資産

        地主山岸博 - 事業定期借地権 - - 2,500,000 差入保証金

        電話加入権他 -  - - 900,800 その他の固定資産

その他の固定資産合計     31,958,576  

固定資産合計     151,304,716  

資産合計     188,818,497  

Ⅱ 負債の部        

   １　流動負債        

        3月分給食費、水道光熱費他 -  - - 4,814,457 事業未払金

        生産活動による消費税納付 -  - - 50,242 その他の未払金

        福祉医療機構 -  - - 2,988,000 1年以内返済予定設備
資金借入金

        3月分社会保険料他 -  - - 926,661 職員預り金

        賞与引当金 -  - - 2,600,000 賞与引当金

流動負債合計     11,379,360  

   ２　固定負債        

        福祉医療機構 -  - - 38,922,000 設備資金借入金

        栃木県退職手当共済財団 -  - - 9,288,460 退職給付引当金

        グループホーム敷金 -  - - 300,000 その他の固定負債

固定負債合計     48,510,460  

負債合計     59,889,820  

差引純資産     128,928,677  

        

（記載上の留意事項）        

・土地、建物が複数ある場合には、科目を拠点区分毎に分けて記載するものとする。       

・同一の科目について控除対象財産に該当し得るものと、該当し得ないものが含まれる場合には、分けて記載するものとする。       

・科目を分けて記載した場合は、小計欄を設けて、「貸借対照表価額」欄と一致させる。       

・「使用目的等欄」には、社会福祉法第55条の2の規定に基づく社会福祉充実残額の算定に必要な控除対象財産の判定を行うため、各資産の使用目的を簡潔に記載する。       

 なお、負債については、「使用目的等」欄の記載を要しない。       

・「貸借対照表価額」欄は、「取得価額」欄と「減価償却累計額」欄の差額と同額になることに留意する。       

・建物についてのみ「取得年度」欄を記載する。       

・減価償却資産（有形固定資産に限る）については、「減価償却累計額」欄を記載する。なお、減価償却累計額には、減損損失累計額を含むものとする。       

 また、ｿﾌﾄｳｴｱについては、取得価額から貸借対照表価額を控除して得た額を「減価償却累計額」欄に記載する。       

・車輌運搬具の○○には会社名と車種を記載すること。車輌番号は任意記載とする。       

・預金に関する口座番号は任意記載とする。       

財 産 目 録

貸借対照表科目 場所･物量等
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取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額


